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１．研究の目的 

本研究の目的は、ワークシェアリングの取り組みが成功し、財政や社会保障の改革

から、パートタイム労働の促進により雇用への大きな成果を上げたオランダに拠点を

置く日系企業の事例を基に考察を試みてみたい。 

 

２．問題意識 

内閣府（2002）は、「ワークシェアリングとは、人々の間で雇用を分かち合うことを

意味し、労働時間の短縮によって仕事の機会を増やすのが典型的な方法である。」と定

義している。海外企業におけるワークシェアリングを導入した人材マネジメント事例

について、フランスのルノー社、ドイツのフォルクスワーゲン社、ダイムラークライ

スラー・エアロスペース・エアバス社、アメリカのＡＴ＆Ｔ社、イギリスＴＳＢ銀行、

日系企業ではトヨタ自動車社、日野自動車社等にて行われてきた。 

濱口(2009)は、ワークシェアリングを以下の３つの形態に分類している。 

   一つ目は、経営状況の悪化に伴い、正規労働者の一部を解雇せざるを得ない場合に、

他従業員の労働時間を減らして雇用を維持する「企業内ワークシェアリング」である。

フォルクスワーゲン社のものが有名であり、「ドイツ型」と呼ばれている。 

   二つ目は、企業の枠を超え、失業者も含めてすべての労働者を対象と捉え、すべて

の労働者の間で仕事を分かち合う「労働者全体のワークシェアリング」である。週 35

時間労働を導入した「フランス型」とも呼ばれるが、欧州でのワークシェアリングと

いえばこのタイプが典型的な考え方となる。 

三つ目は、短時間勤務など就業形態を多様化することによって、仕事と個人生活を

両立できる雇用機会を与える「生活者全体のワークシェアリング」である。オランダ

が 16年の年月をかけて成功したことから「オランダ型」とも呼ばれる。 

 オランダの成功した理由は、パートタイムと常勤者の賃金と社会保障の差をなくし

たことにある。同一労働同一賃金により、フルタイム勤務者が減少し、女性や高齢者

の社会参加を促したことにある。 

紺野（2012）は、ワークシェアリングは企業や仕事への忠誠心、品質、定着率の低

下が、想定されるのではないか？と、ネガティブな側面を提示している。 

そこで今回は、オランダにて事業展開する日系企業を事例として、ワークシェアリン



グにおける企業や仕事への忠誠心、品質、定着率の低下について焦点を当て、将来的

な論文作成につながる仮説を導出する考察を試みたい。 

 

３．先行研究 

上林（2002）は事例紹介において『TK－ECC 社は、ジョブシェアリング（※）を採

用の結果、従業員のモラールが向上し欠勤率がゼロになったこと、熟練工の定着向上

が見られたことがメリットである（中略）現場レベルの成功から、ホワイトカラーへ

の適用も検討中という。女性労働者の現場採用が年々困難になっているなかで、従業

員のモラールの定着を高めていくための施策をしてジョブシェアリングが利用されて

いることが分かる。』と述べている。 

一方、紺野（2012）では、２．に記載の通り、従業員の仕事への忠誠心、品質、定

着率の低下について懸念を示している。 

 オランダにおけるワークシェアリングに関する研究において、日系企業を対象とし

た研究は少ない。 

 

（※）ジョブシェアリング 

   イギリスでは、人材確保のために従業員間の仕事の分かち合いを進めることと 

して、ジョブシェアリングという。 

 

４．リサーチクエスチョンと仮説導出のための予備的検討 

日系企業がオランダにて事業展開する際に、ワークシェアリングの導入にあたり懸

念される点について、以下のように考える。 

（１） 従業員の企業へ忠誠心は低下するのではないか？ 

（２）従業員の仕事の品質は低下するのではないか？  

（３）従業員の定着率は低下するのではないか？ 

 

５．仮説 

ワークシェアリングの導入にあたり懸念される点について、以下を仮説として提示

する。 

仮説１：従業員の企業へ忠誠心は、低下する。 

仮説２：従業員の仕事の品質は、低下する。 

仮説３：従業員の定着率は、低下する。 

 

６．研究方法 

オランダに進出する日系企業を把握するために、在蘭日本商工会議所の会員企業一

覧を参考にした。オランダに拠点を置く日系企業 130社を抽出し、企業ウェブサイト



のお問合せ窓口より 8項目のウェブサイトアンケートを依頼した。 

 

７．調査結果 

アンケート回答企業は 1社、個別アドバイスをいただけた企業は 2社、回答率は 1.3％

であった。日系企業でワークシェアリングを行っていて、効果を上げている企業があ

った。現在、調査結果をまとめているので、詳細は当日報告する。 
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